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太田誠一（京都府立医科大学病院）
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【分担研究】

厚労科研大西班 令和6年度第2回全体会議
1月22日(水) 17:00～

成果の論文化予定
【論文化】

• スキル維持に関わる教育調査（林） RPT誌Accept
• Hayashi N, Okumura M, Nakamura M, et al. Current status of the educational environment to acquire and maintain the professional skills of radiotherapy technology 

and medical physics specialists in Japan: a nationwide survey. Radiol Phys Technol. 2023;16(4):431-442.

• 光子線治療業務量調査（遠山） JRR誌Accept
• Tohyama N, Okamoto H, Shimomura K, et al. A national survey on the medical physics workload of external beam radiotherapy in Japan†. J Radiat Res. 

2023;64(6):911-925. 

• 粒子線治療業務量調査（太田） JRR誌Accept
• Ota S, Yasui K, Ogata T, et al. Clinical workload profile of medical physics professionals at particle therapy Centers: a National Survey in Japan. J Radiat Res. 

Published online December 9, 2024.

• 小線源治療業務量とスキル調査（小島） JRR誌Accept
• Kojima T, Okamoto H, Kurooka M, et al. Current status of the working environment of brachytherapy in Japan: a nationwide survey-based analysis focusing on 

radiotherapy technologists and medical physicists. J Radiat Res. 2024;65(6):851-861.

• 適応放射線治療の実態調査（伊良皆） RPT誌Accept
• Iramina H, Tsuneda M, Okamoto H, et al. Multi-institutional questionnaire-based survey on online adaptive radiotherapy performed using commercial systems in 

Japan in 2023. Radiol Phys Technol. 2024;17(3):581-595.

• 能力調査（霜村） 投稿準備中

【論文化・発表予定】

• 遠山：第38回高精度部会 シンポジウム「医療の質の担保 ～誰もが受けられる高精度放射線治療の普及実現のために～」

• 厚労科研大西班の取り組み（仮）

297

資料42



研究進捗状況

研究目標 治療計画業務（補助）者の教育/研修体制の構築

令和5年度 令和6年度 令和7年度

 教育/研修体制のイメージの合意

 教育内容の検討

 教育内容作成分担の検討

 教育コンテンツの作成

 関連団体の連携・役割の

検討

 教育/研修体制の開始
 研究成果のまとめと報告

 教育/研修体制の
試験運用

想定される研究成果：

治療計画業務（補助）者の
教育/研修体制が構築さ
れ、医師のタスクシフト/
シェアを推進

 治療計画業務（補助）者の活用・配置する方策も検討し、その成果を報告

会議開催
5月30日
7月4日
8月21日
8月28日
9月19日
10月17日

12月1日
12月5日
12月18日
3月11日

研究体制

厚労科研大西班

物理技術

【教育班 メンバー】

団体名 氏名（敬称略） ご所属

大西班 大西洋 山梨大学医学部附属病院

遠山尚紀 駒澤大学

霜村康平 京都医療科学大学

黒岡将彦 東京医科大学病院

岡本裕之 国立がん研究センター中央病院

太田誠一 京都府立医科大学

齋藤正英 山梨大学医学部附属病院

林 直樹 藤田医科大学

篠田和哉 茨城県立中央病院

石原佳知 日赤和歌山医療センター

棚邊哲史 新潟大学医歯学総合病院

岡 善隆 福島県立医科大学附属病院

鈴木秀和 帝京大学医療技術学部診療放射線学科

伊藤照生 国際医療福祉大学

日本放射線治療専門放射線技師認定機構 小口宏 飯田市立病院

清水秀年 愛知県がんセンター

医学物理士認定機構 唐澤久美子 東都大学管理栄養学部管理栄養学科

藤﨑達也 茨城県立医療大学

放射線治療品質管理機構 早川和重 独立行政法人国立病院機構災害医療センター

新保宗史 メディポリス国際陽子線治療センター

日本放射線技術学会 辰巳大作 都島放射線科クリニック

佐々木幹治 徳島大学大学院

日本医学物理学会 石川正純 北海道大学大学院

小澤修一 広島がん高精度放射線治療センター

日本診療放射線技師会 川守田龍 社会医療法人きつこう会多根総合病院

根本幹央 自治医科大学附属病院

中村 勝 愛知医科大学メディカルセンター

日本医学物理士会 木藤哲史 がん・感染症センター都立駒込病院

磯部智範 筑波大学医学医療系

武居秀行 QST量子生命・医学部門量子医科学研究所

日本放射線腫瘍学会 大野達也 群馬大学

澁谷景子 大阪公立大学
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研究進捗状況 治療計画業務（補助）者の教育/研修体制の構築

• 12/1 JASTRO医学物理士委員会：教育班の議論内容について放射線腫瘍医の意見を収集

• 12/5, 18 教育班会議：JASTRO医学物理士委員会の議論内容の共有、教育班での作成した今後の方針案について

関連8団体にご意見を伺う方針となる。

• 1/10 各団体への報告資料を作成。各団体理事会で議論頂き今後の方針案に関する回答を依頼。

• 1/20〜3/6 各団体からの回答を受理

• JASTRO：大原則として、放射線治療計画は治療後の患者さんをフォローして結果をフィードバックできる放射線腫瘍医が行うべきであり、線量計算

士や医学物理士はあくまで治療計画補助者という位置づけでありますことを前提とし、 本件を進めていただきますようお願いいたします

• 3/11 教育班 関連8団体の回答を受けて各団体委員から回答内容の説明。放射線治療計画業務補助者の教育/

研修体制の構築について、放射線治療品質管理機構にとりまとめ役となって頂き、議論の場を提供頂けるよう依頼

することについて8団体の総意として意見の一致。

• 3/15 放射線治療品質管理機構へ「放射線治療計画業務補助者の教育/研修体制等の構築に関するお願い」を提

出

• 3/16 放射線治療品質管理機構理事会 大西班からの依頼について議論。今後、大西班と放射線治療品質管理機

構の関係者にて会議を開催し、協働、役割分担について検討を予定。

放射線治療関連団体が一つとなり議論する場の構築へ

研究進捗状況

研究目標 治療計画業務（補助）者の教育/研修体制の構築

令和5年度 令和6年度 令和7年度

 教育/研修体制のイメージの合意

 教育内容の検討

 教育内容作成分担の検討

 教育コンテンツの作成

 関連団体の連携・役割の

検討

 教育/研修体制の開始
 研究成果のまとめと報告

 教育/研修体制の
試験運用

想定される研究成果：

治療計画業務（補助）者の
教育/研修体制が構築さ
れ、医師のタスクシフト/
シェアを推進

 治療計画業務（補助）者の活用・配置する方策も検討し、その成果を報告

会議開催
5月30日
7月4日
8月21日
8月28日
9月19日
10月17日

12月1日
12月5日
12月18日
3月11日
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研究進捗状況
放射線治療品質管理機構における計画補助者の教育/研修制度検討体制

研究進捗状況 （コンテンツ作業部会）
【会議の開催：計11回】 7/9、7/18、7/23、7/29、7/30、8/19、8/22、8/29、9/24、10/7、10/22

• 計画補助者の教育/研修内容を検討

• 調査結果から専門技師、物理士、品質管理士は、品質管理・精度管理に関するスキルを有する。

また、各団体でセミナー、講習会を実施している。

⇒今回の活動では、治療計画に関するコンテンツ作成に注力し、品質管理・精度管理に関するコンテンツは

作成しないが、筆記試験に含める方針となる。

• 治療計画に関する実技に関する講習会は、各団体や各企業が実施している。

⇒本活動では実技講習会に関するコンテンツ作成は含めないが、実技ができることを確認するための実技試

験を実施する方針となった。

• 治療計画に関する臨床面の教育は、「やさしくわかる放射線治療学改訂第２版」を標準テキストとする。また、

コンテンツ作成は、治療計画業務補助者が担当する「解剖、耐容線量と有害事象」を中心にコンテンツ作成を

実施する方針となった。
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研究進捗状況 （コンテンツ作業部会）
【会議の開催：計11回】 7/9、7/18、7/23、7/29、7/30、8/19、8/22、8/29、9/24、10/7、10/22

• 計画補助者の教育/研修内容を検討
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研究進捗状況 （コンテンツ作業部会）
【会議の開催：計11回】 7/9、7/18、7/23、7/29、7/30、8/19、8/22、8/29、9/24、10/7、10/22

• 計画補助者の教育/研修内容を検討
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研究進捗状況 （コンテンツ作業部会）
【進捗】

11/8 コンテンツ作成用スライド雛形の共有

12/23 相互レビュー日程調整案内、理解度確認問題作成およびファイル提出方法の案内

1/10 相互レビュー実施日を案内

【現在】

各先生の相互レビュー日前日までに、スライドおよび理解度確認問題の作成・提出

【今後の予定】

• 各コンテンツの相互レビューを実施

• 医師：1/27、2/12、2/13（予備）

• 物理技術：1/28、2/5、2/10、2/14（予備）

• スライドおよび理解度確認問題（修正版）の提出期限：2月末

• 教育/研修体制の試験運用として、LMS（学習管理システム：Learning Management System）としてJCMPで運用実

績のある「Eden」を利用し、システム実装の確認を実施予定

• 放射線治療品質管理機構として「治療計画補助に関する講習会」を実施することを想定して予算申請を計画中

研究進捗状況 （施設基準関連作業部会）
【メンバー】 JASTRO健保委員会、各団体から１名

部会長 大西洋

副部会長 遠山尚紀

部会委員 黒岡将彦、齋藤正英、辰己大作(JSRT)、岡本裕之(JBMP)、根本幹央(JART)、

成田雄一郎(JSMP)、木藤哲史(JCMP)、清水秀年(RTT)、新保宗史(QCRT)、

大野達也(JASTRO)

オブザーバー 小澤修一

【会議の開催：計2回+メール会議1回】 10/11、1/7

• 治療計画補助者の活用方法について検討しその案を提案する。

• 診療報酬、がん診療連携拠点病院の指定要件
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研究進捗状況 （施設基準関連作業部会）
【第１回会議】

• 放射線治療の計画補助者の役割と資格要件

放射線治療の計画補助者の役割と資格要件について議論された。計画補助者を常勤かつ専従とし、その業務範囲を

機器の精度管理、照射計画の検証、照射計画補助作業に限定することを提案された。

【メール会議】

• IMRT医師１名要件の施設基準案

• イの要件(医師2名)を満たせない場合、放射線治療を専ら担当し、放射線治療について相当の経験を有する常勤

の医師１名に加えて、次に掲げる体制を整備することにより、100症例を限度として所定点数を算定できる。

• (イ) 常勤専従の治療計画業務補助者１名を配置すること。なお、この治療計画補助者は、放射線治療関連

団体が認定した教育研修制度を完遂した者とする。

• (ロ) 放射線治療を専ら担当し、放射線治療について相当の経験を有する非常勤の医師１名、または遠隔技

術による支援体制を整備すること

研究進捗状況 （施設基準関連作業部会）
【厚労省との面談】

• わかりにくい職種や制度 ⇒ 国民にわかりやすい職種や制度の検討

【第２回会議】 2025/1/7

• IMRT医師１名要件の施設基準案

1. がん診療連携拠点病院であること。

2. 放射線治療を専ら担当する常勤の医師（放射線治療の経験を５年以上有する ものに

限る。）が1名以上配置されていること

3. 放射線治療を専ら担当する常勤の診療放射線技師（放射線治療の経験を５年以上有

する ものに限る。）が１名以上配置されているこ と。

4. 放射線治療における機器の精度管理、照射計画の検証、照射計画補助作業等に専

ら従事する常勤の診療放射線技師またはその他の技術者など（当該技術について関

係団体から示されている所定の研修を修了し、その旨が登録されている者＊に限る）

が配置されていること。 （＊疑義解釈で、「放射線治療計画・品質管理専門技術者な

ど」と記載）

5. 放射線治療の経験を５年以上有する医師が、非常勤または遠隔技術により放射線治

療計画の支援をしていること。

6. 強度変調放射線治療（IMRT）を年間 10 例以上100例未満で実施していること。

(4)が盛り込まれない場合は、従前の「機器の精

度管理、照射計画の検証、照射計画補助作業等

を担当する診療放射線技師またはその他の技術

者」を「常勤・専従」とした上で、「技術者に関する

疑義解釈で「放射線治療照射計画・品質管理専

門技術者のことである」と改めていただくことを最

低条件とする
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研究進捗状況 （施設基準関連作業部会）
【第２回会議】 2025/1/7

• IMRT医師１名要件の施設基準案に対する意見

• 放射線治療の提供体制の整備：医師1名体制を補完する形で「技術者」を活用に賛同

• 治療計画補助者制度の再検討：名称変更には好意的な意見が多く、全員の賛同が得

られた。名称が変わることで職責の幅が広がり、モチベーション向上につながると期待

される。関連団体との合意形成が重要。具体的な名称についても、関連団体と議論を

継続し、適切な名称を検討する。

• 診療報酬と施設基準の調整：診療報酬の基準に基づき、技術者を明確に位置付けるこ

とが求められる。技術者の常勤専従要件を拠点病院のみに限定するか、その他の

IMRT施設にも適用するかで議論が分かれた。

• 技術者の要件について拠点病院に限定する案に対し、技術者の人員確保の点（常勤専

従化）および教育/研修実施体制の確保（参加者および運用資金）のため既存IMRT設

にも拡大すべきとの意見が複数あった。診療報酬上で、施設規模に応じた技術者の配

置基準（例：放射線治療室1室あたり1名以上）を設けるべきとの意見もあった。技術者

への過剰なタスク移行が懸念されるため、業務分担と教育および人員配置可能となる

施設基準が必要。

• 診療報酬上の技術者は、医療機器安全管理料2、外来放射線照射診療料の技術者と、

IMRT、定位照射等の技術者の兼任不可となっているが、技術者の常勤専従化により、

これら技術者の兼任を可能とする提案に賛同があった。

参考「粒子線治療医学管理加算」放射線

治療を専ら担当する常勤の診療放射線

技師（放射線治療の経験を５年以上有す

るものに限る。）が粒子線治療室１つにつ

き２名以上、かつ当該保険医療機関に合

計３名以上配置されていること。

研究進捗状況 （施設基準関連作業部会）
【財務・将来計画作業部会】 2025/1/10

• IMRT医師１名要件の施設基準案に対する意見

• 既存の「放射線治療における機器の精度管理、照射計画の検証、照射計画補助作業

等を専ら担当する者」と、「計画補助者」を一緒にし、「放射線照射計画品質管理専門技

術者」とする提案に対して、一部から賛同が得られなかった。

• 資格の増加。新たな名称。従来の認定制度に匹敵する教育・資格制度か？

• 治療計画補助業務に関する教育/研修を進めることは賛同が得られている。

• 将来的に品質管理機構内で様々な認定を実施してはどうか。という意見があり賛同の

声もあった。

【放射線治療品質管理機構】 理事会：2025/1/11 あり方委員会：2025/1/16

今後、品質管理機構理事長名で、各団体にて大西先生案に対して「４月のJRCで開催予定の会

議にて、関連団体が一致賛同できるように」まとめることを目標に議論頂くこととなった。

【遠山私案】

放射線治療の機器の精度管理、照射計画の検証、照射計画補助作業に専ら従事する常勤の

診療放射線技師その他の技術者（当該技術について関連団体が実施する所定の研修を修了し、

その旨が登録されている者に限る。）

疑義解釈：問：技術者とは？。答：医学物理士等をいう。

問：IMRTに係る所定の研修とは何を指すのか。答：放射線治療品質管理機構が実施する

「仮)IMRT治療計画研修」を指す。また、「・・・・」は、所定の研修を修了したとみなされる。
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• 地域課題班活動について、地域特有の課題についての解決策を模索
していたが、現在進行中の遠隔治療計画に関する検討および物理技
術職の治療計画業務に関する教育/研修体制の検討と重複する内容
が多いため、令和4年度に行った物理技術に関するアンケートのサブ解
析（粒子線治療）を優先的に行った。

• 成果として、論文としてまとめ，パブリッシュされた。
Seiichi Ota, Keisuke Yasui, Toshiyuki Ogata, Yutaro Mori, Teiji Nishio, Naoki Tohyama, 
Hiroyuki Okamoto, Masahiko Kurooka, Kohei Shimomura, Toru Kojima, Hiroshi Onishi, 
Clinical workload profile of medical physics professionals at particle therapy Centers: a 
National Survey in Japan, Journal of Radiation Research, 2024;, 
rrae092, https://doi.org/10.1093/jrr/rrae092

地域課題班 研究分担者 太田誠一

IMRT施行施設と粒子線治療施行施設での物理技術が関連する業務時間（人×所要時間）比較

・治療計画 平均業務時間/患者 165.4分（IMRT) vs 195.4分、291.3分（パッシブ、スキャニング）有意差無し
⇒粒子線では、ビーム角度の慎重な選択（ビーム軸上の構造）、飛程やセットアップのズレを加味した計画装置上での堅牢性評価を行う。

・照射業務 平均業務時間/患者 34.8分（IMRT） vs 48.3分（粒子線）有意差あり
＋粒子線の小児例では132.8分必要（非小児例に比べて、2.7倍必要）。ただし純粋に物理技術職のみの業務時間が延びるわけではない。

・始業点検 平均業務時間/装置 43.6分（IMRT） vs 77.9分（粒子線）有意差あり
・線量検証 平均業務時間/検証 37.6分（IMRT） vs 44.1分（粒子線）有意差あり
⇒全体的にIMRTと粒子線の業務時間（人×所要時間）は同等程度か粒子線が長い傾向

Journal of Radiation Research, 2024;, 
rrae092
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IMRT施行施設と粒子線治療施行施設での業務負荷（患者数/FTE）比較

国内粒子線治療施設 vs ヨーロッパ粒子線治療施設（国内データとそろえるために、物理士と技師の数は合算して比較）
・患者数/FTE ヨーロッパ粒子線施設 ≒ 国内粒子線施設
国内粒子と光子線両方を提供する施設の物理技術職の業務負荷は有意に高い。
⇒国際比較において、日本の患者数/FTEは同等程度であり、極端に低いとは言えない。

国内粒子線施設（粒子と光子両方提供、粒子線単独）vs 国内光子線施設（年間患者数750-1000名施設、1000名以上施設）
・患者数/FTE 粒子線単独施設 ≒ 粒子と光子線両方提供施設 ≤ 光子線施設
光子線での3DCRTを含む施設では患者スループットが相対的に高くなる可能性が高い。
（3DCRTはIMRTや粒子線より業務時間が少ない。相対的に治療計画時間が短く、線量検証を行わないなどが挙げられる。）

⇒患者数/FTE（負荷）の視点から人員数（FTE）を検討する場合、粒子線施設と光子線施設の数値は異なる。

Journal of Radiation Research, 2024;, 
rrae092

海外粒子線
との比較

国内光子線
との比較

物理技術職の追加人員の必要性に関するアンケ―ト

治療計画，線量検証と装置管理で追加人員が必要と回答
⇒特に治療計画での増員を希望する回答（95%)
・粒子線治療における治療計画の特殊性
（ビーム方向の検討、計画作成後の堅牢性評価、Verification scan（計画変更の検討のため、治療コース途中でCT再

撮影し、現行計画の線量分布乗せこみ再計算）が関連か
（ただし，今回のアンケート項目では，治療計画業務にverification scanの時間を含んでいるか明確ではない。）

Journal of Radiation Research, 2024;, 
rrae092
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班員より治療工程別に課題を収集し問題解決方法を議論

• 固定具作成スキルのばらつき
• 治療計画用画像の多様化（4DCT, MIPなど）
• 撮影時の指示ミス
• 治療計画方針共有の失敗
• 治療計画作成スキルのばらつき
• 治療計画提出の遅延（治療前日に提出など）
• 治療計画レビュー方法のばらつき（パラメータのみ確認な

ど）
• 位置照合精度と手順の標準化

必須業務班 国立がんセンター中央病院 岡本裕之

現在の進捗は，班員より課題を収集し問題解決方法を議論

リスクの高い作業工程の特定⇒教育班と連携し教育体制の整備

各団体の治療計画業務に関する教育活動
日本医学物理士会

日本診療放射線技師会

日本放射線治療専門放射線技師認定機構

AAPM TG275に基づいた治療計画チェックリストの普及

多根総合病院 川守田龍先生よりご提供

多根総合病院 川守田龍先生よりご提供

24

リスク分析の実施

• 治療工程の整理
• 高リスク事象の特定
• 業務改善，対策の提案

今後の予定

• 必須業務における課題を明らかにし，既存の各団体が
行っている教育セミナーの目的と役割を確認
・カバーしている領域を俯瞰的に評価
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• 放射線治療関連データの収集
• 放射線治療施設一覧

• 都道府県、名称、郵便番号、住所、二次医療圏（番号、名称）

• 国指定がん診療連携拠点病院の種別、都道府県指定がん診療連携拠点病院

• 現況報告書データ

• 各認定資格取得者人数

• 医療機器システム白書・新医療(2023年度)情報

• リニアック、ガンマナイフ、粒子線装置、計画装置、定位システム、小線源装置

• 診療報酬施設基準届出情報

• 今後、上記のデータを活用し、解析

放射線治療における物理技術課題の
解決に向けた検討 京都医療科学大学 霜村康平

今年度のまとめ・前回からの進捗

⚫ 施設要件や診療報酬における人的リソースの定量評価に利用可能な、放射線治療の日本版Work RVU
モデルを構築する。

⚫ 業務量の時間的要素以外の【業務に係るストレス】を定量的に評価する。

上記の研究計画でしたが...

「IMRT施設要件・人的要件の検討、資格認定システムの構築」
にエフォートを配分する必要があった。

今年度・来年度

⚫ がん診療連携拠点病院でのIMRT実施率向上のための方策の検討

⚫ IMRT施設要件・人的要件の検討、資格認定システムの構築

を主テーマに変更させていただきたく存じます。

放射線治療における物理技術課題の
解決に向けた検討 東京医科大学病院 黒岡将彦
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今後の予定

がん診療連携拠点病院でのIMRT実施率向上のための方策の検討。

GIS(Geographic Information System)による地理空間情報解析を用いた、
IMRT提供体制の現状分析と課題解決に向けた検討。

研究手法

研究主題

• NDBオープンデータ

• JASTRO高精度アンケート結果

• がん診療連携拠点病院現況報告

• 国土数値情報（国土交通省）

GISの一例
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